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 売上⾼は10%増の1,294億円 営業利益は33%増の203億円

 売上⾼、営業利益、営業利益率いずれも1Qとしての過去最⾼を達成。
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 売上⾼
・⾦融IT
保険業向け、銀⾏向けの開発案件が好調により増収。

・コンサルティング、産業IT
国内のDX案件が引き続き好調により増収。

 営業利益
・⾦融ITでは、前述の増収効果に加えて、証券業向けで⼀過性の⼤型製品販売が
あり収益が回復。⼀⽅で、依然として⾦融業向け、特に証券業向けでは、厳し
い事業環境が続いている認識は変わらない。

・産業ITでは、プロジェクトの収益性向上が増益に寄与。



 コンサルティングは、システムコンサルティングを中⼼に好調が継続しており、前期
を上回り増収。

 ⾦融ITは、
・証券業向けは、共同利⽤型サービスTHE STAR導⼊案件に伴う開発案件や
⼀時的な製品販売があったものの、依然厳しい事業環境は継続している。

・保険業向けは、損保業向けを中⼼にSI案件が好調。
・銀⾏業向けは、オンラインバンク向けSI案件が好調。
・結果として、⾦融ITは全業種向けで増収。

 産業ITは、
・流通業は、セブン&アイホールディングス向けSI案件を中⼼に増収。
・製造・サービス業等は全体として減収も、内訳では国内事業が増収、
海外事業が減収。
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 野村ホールディングス向けは、前期と同⽔準である年間売上⾼600億円ペースでの進
捗。厳しい事業環境は継続しており、SI案件も発⽣しにくい状況。

 セブン&アイホールディングス向けは、消費税増税対応など⼀過性のSI案件を含めて
活況。また、ご質問のあった7pay（セブンペイ）の不正アクセス問題については、
当社が開発・運⽤を請け負うシステムに起因するものでは無く、直接的な業績への影
響は無いと考えている。

 海外事業は、豪州を中⼼に約20億円の減収。豪州の減収要因は、為替レートの影響
（対豪ドルで円⾼）と豪ドルベースでの減少がそれぞれおよそ半分ずつ。
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 コンサルティングは、前期⽐減益も、前期に収益性の⾼い案件が多かったことが要因。
2期前あるいは3期前と⽐較しても、⾼⽔準の利益率を確保しており、好調を維持。

 ⾦融ITは、保険業向け、銀⾏業向けのSI案件及び共同利⽤型サービスTHE STARの新
規導⼊及びそれに付随する製品販売が増益に貢献。加えて、前期まで進めてきたリ
ソースシフトによる効率化が進み、稼働率向上が増益に寄与。

 産業ITは、開発プロジェクト活況により稼働率が向上し、併せて収益性も向上し増益。

 IT基盤は、クラウドサービス等の伸びが増益に寄与。
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 コンサルティングサービスの減少は、ASGのコンサルティング事業の減少によるもの。
国内事業では約8%の増加。

 開発・製品販売、運⽤サービスともに順調に増収。
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 のれん償却額の減少は、前期末にあったB+Pののれん減損によるもの。
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●国内
 コンサルティングは期初の受注残が前期⽐マイナスであったものの、1Qの受注が好
調だったため、1Q末時点では前期⽐で増加し、好調を継続。

 ⾦融ITは、前期⽐増加している保険業などでは1Qの好調が継続すると⾒ている。

 産業ITはコンサルティング、⾦融ITと⽐較すると若⼲緩やかな増加にとどまった。要
員は⾼稼動状態で推移しており新規受注をやや抑制したことが要因。1Q末時点の受
注残は上期業績予想に対してインラインの⽔準だが、下期に向けては、今後、受注の
積み上げが必要。

●海外
 豪州事業が為替レートの影響（豪ドルに対して円⾼）により受注残が減少しているが、
豪ドルベースでは約4-5%増加。
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 今期の⽬標に対して受注残は着実に積み上がっており、通期業績予想達成に向
けインラインに進捗している状況。
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 今期1Qは売上⾼、営業利益ともに好調であった。
 ⼀⽅で、今期、そして新中期経営計画が始まったばかりであること、また、通常は
1Qの業績により通期業績予想修正を⾏っていないことから、今回のタイミングでは
同様に予想修正は⾏わない。⾜元の受注状況は好調であると考えている。
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 野村ホールディングスとの合弁会社は、DX2.0の領域での取り組みの⼀つ。これまで産業分野が
中⼼であったが、⾦融分野での合弁会社設⽴によるDX2.0の取組みとして初になる。

 QUICKとの合弁会社は、両社が似た領域で開発しているものを共通化し、より効率的な開 発を
可能とし、新たなサービス開発も⽬指す。
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 本⽇現在まだ買付期間中のため、アップデートはないものの、改めて説明。

 当社はV2022にて、資本効率向上を進め、ROE向上を重要な経営⽬標と位置付けて
推進してきた。2019年5⽉末に野村ホールディングスから当社株式の⼀部売却意向を
受け、多様な視点から⼗分に検討を重ねた結果、当社が当該株式を取得する判断をし
た。加えて、当社にとって、より⼀層の経営の独⽴性の向上にもつながると考えてい
る。
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